
介護保険制度の⾒直しに関する意⾒【課題と方向性】
【地域における介護の課題】 【介護保険財政の課題】

平成22年11月30日社会保障審議会介護保険部会

【地域における介護の課題】

・介護になっても在宅で過ごしたい高齢者が多数
・高齢者のみ世帯や重度の要介護者に対する支援の不足
・介護人材の需要が今後増大、医療ニーズを担う人材確保が必要

【介護保険財政の課題】

・介護費用の上昇(2025年に19～23兆円)
・第5期(平成24～26年度)に5000円を超える介護保険料
・介護職員の処遇改善の継続のために必要な財源確保

○要介護高齢者を地域全体で支えるための体制整備
・単身･重度の要介護者等にも対応しうるサービスの整備
（24時間対応 定期巡回 随時対応サ ビ 等）

【給付と負担のバランス】

○給付と負担の見直し

【地域包括ケアシステムの構築】

（24時間対応の定期巡回･随時対応サービス等）
・軽度の要介護者へのサービス、地域支援事業
・住まいの整備、施設サービスのあり方
・認知症高齢者への対応、家族支援のあり方
・地域包括支援センターの運営の円滑化

○給付の充実等

・給付の充実

・低所得者への配慮

○給付と負担の見直し

（検討事項）

・給付範囲の見直し

利用者負担の見直し

日常生活圏域

支援 運 滑化

○たんの吸引、人材の確保
○保険者が果たすべき役割

・平成24年度以降の介護

職員処遇改善の継続

・保険料の軽減

・利用者負担の見直し

・総報酬割への移行

・被保険者範囲の見直し

介護

生活支援 医療 給付 負担

○日常生活圏域において 医療 介護 予防 住まい 生活支援サービスが切れ目なく 有機的かつ一体的に提供される

住まい 予防

○日常生活圏域において、医療、介護、予防、住まい、生活支援サ ビスが切れ目なく、有機的かつ 体的に提供される
「地域包括ケアシステム」の実現

○給付の効率化･重点化などを進め、給付と負担のバランスを図ることで、将来にわたって安定した持続可能な介護保険
制度を構築
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介護保険制度の⾒直しに関する意⾒【概要版】
○地域包括ケアシステムの実現 ：医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく、有機的かつ一体的に提供

持続 能な介護保険制度 構築 給 効率 重点 などを進 給 負担 バ を

◎見直しの基本的考え方 平成22年11月30日社会保障審議会介護保険部会

○持続可能な介護保険制度の構築 ：給付の効率化･重点化などを進め、給付と負担のバランスを図る

○単身･重度の要介護者等に対応しうるサービスの整備

◎見直しの方向

○ケアマネジメント

（※）：異なる意見や反対意見も併記

○単身 重度の要介護者等に対応しうるサ ビスの整備
・24時間対応の定期巡回･随時対応サービスの創設
・複合型サービスの導入（小規模多機能型居宅介護と訪問看護等）
・介護福祉士等の介護職員による日常の医療的ケアの実施を可能に

○要支援者・軽度の要介護者へのサービス

・ケアプラン、ケアマネジャーの資質向上の推進

○要介護認定
・認定の有効期間の延長などの事務の簡素化

○情報公表制度と指導監督
手数料 らず す 情報 表制度 変・給付の効率化･重点化と自立支援の観点からの検討(※）

○地域支援事業
・保険者判断による予防給付と生活支援サービスの総合化

・手数料によらず、利用しやすい情報公表制度への変更
・都道府県における指導監督体制

○介護人材の確保と資質の向上
・介護報酬改定による処遇改善の取組の継続（※）

○住まいの整備
・一定の基準を満たした有料老人ホームと高専賃を、サービス付
高齢者住宅として高齢者住まい法に位置づけ

○施設サービスのあり方

・労働法規遵守、キャリアアップの取組の推進

○給付と負担のバランス
・処遇改善継続と給付拡充のための財源確保（ﾍﾟｲ ｱｽﾞ ﾕｰ ｺﾞｰ原則）
・被用者保険間の負担の公平性を図るため総報酬割導入の検討(※)

・社会医療法人が特養を開設することを可能とする
・介護療養病床の廃止を一定の期間に限り猶予（※）

○認知症を有する人への対応
知症 デ 構築 実情 応 パ 作成

被用者保険間の負担の公平性を図るため総報酬割導入の検討(※)
・財政安定化基金の取り崩しによる保険料の軽減の検討（※）
・ケアプランに係る利用者負担の導入の検討（※）
・一定以上所得者の利用者負担の引き上げの検討（※）
・家族の負担能力等を考慮した補足給付の支給の検討（※）
・多床室における給付範囲の見直し(低所得者は維持)（※）・認知症のケアモデル構築と地域の実情に応じたケアパスの作成

・市民後見人活用による支援のための体制整備
・認知症の人や家族への支援について地域支援事業の活用検討

○家族支援のあり方
仕事と介護の両立支援（介護休暇制度の利用促進等）

○地域包括ケアシステムの構築に向けた保険者の役割
・介護保険事業計画策定の際の地域ニーズの的確な把握
医療サ ビスや高齢者の住まいに関する計画との調和

・多床室における給付範囲の見直し(低所得者は維持)（※）
・被保険者範囲の見直しの検討（※）

・仕事と介護の両立支援（介護休暇制度の利用促進等）
・デイサービス利用者の宿泊ニーズへの対応を慎重に検討
・地域支援事業における家族支援事業の推進

○地域包括支援センターの運営の円滑化

・医療サービスや高齢者の住まいに関する計画との調和
・地域密着型サービスの提供事業者の適正な公募を通じた選考

○低所得者への配慮
・低所得者に対する保険料負担の配慮、ユニット型個室の負担軽減
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